
（関連当事者との取引） 

 当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  記載すべき重要な取引はありません。 

 

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  記載すべき重要な取引はありません。 

 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳                （単位：百万円） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 

繰延税金資産  繰延税金資産  

 退職給付引当金損金算入限度 

超過額 

１７，１９０  退職給付引当金損金算入限度 

超過額 

１９，５３７

固定資産未実現消去に係る 

税効果 

１４，０６９ 固定資産未実現消去に係る 

税効果 

１４，４２４

 税法上の繰延資産償却超過額 ５，１７１  税法上の繰延資産償却超過額 ２，０３８

 減価償却資産償却超過額 ４，８９６  減価償却資産償却超過額 ４，８３０

 賞与等未払計上額 ２，５５８  賞与等未払計上額 ２，６１３

 渇水準備引当金損金算入限度 ５０３  渇水準備引当金損金算入限度 ６４７

超過額 超過額 

 その他 １３，５７５  その他 １０，９３３

繰延税金資産 小計 ５７，９６４  ―

評価性引当額 △  １，０２１  ―

繰延税金資産 合計 ５６，９４２ 繰延税金資産 合計 ５５，０２６

  
繰延税金負債 繰延税金負債 

 その他 △ ８，９６５  その他 △ ４，１０７

繰延税金負債 合計 △ ８，９６５ 繰延税金負債 合計 △ ４，１０７

繰延税金資産 純額 ４７，９７７ 繰延税金資産 純額 ５０，９１９

（注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。 

（単位：百万円） 

項  目 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 

固定資産－繰延税金資産 ４２，９４４ ４６，１５０

流動資産－繰延税金資産 ５，６３５ ５，０８３

固定負債－繰延税金負債 △ ６０２ △ ３１４

流動負債－繰延税金負債 △ ０ △ ０

 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった 

 主要な項目別内訳 

 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。 
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